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研究の概要 
雇用社会の現在の状況を「危機」と認識し、それを克服する筋道を描くことが研究の中心的 

目的である。学術的な問いとして、雇用社会の変化に対して労働法はいかに対応すべきか、雇 

用社会と法の持続可能性をいかに確保すべきか、それにふさわしい新たなパラダイムは何か、 

を提起している。 

研 究 分 野：法学 

キ ー ワ ー ド：雇用社会・持続可能性・非正規雇用・均等処遇・標準的労働関係 

１．研究開始当初の背景 
 雇用社会の劣化は、その現れ方や程度には

相違があるものの、先進国に共通に見られる

現象である。政権交替後のアベノミクの雇用

戦略は、1990 年代以降の規制緩和を基調と

した雇用改革の再来であり、「失われた 20年」

の間に進行した「雇用社会の劣化」をより深

刻化させ、労働法のレーゾンデートルを打ち

崩する危険性が強まっている。「雇用社会の

持続性」を確保・維持するためには、過度な

市場メカニズム重視型の 1990 年代以降の労

働法政策とそれを支える理論枠組みの転換

が必要である。 
 
２．研究の目的 
  雇用法政策の課題として、労働法のパラダ

イム論争を分析し、それを前提に、新たな非

正規雇用対策の方向性とそのための法規制

のあり方の分析、中間層を厚くするような標

準的労働関係モデルの今日的な姿の分析、そ

して、立法的規制と両輪を成す労働者利益代

表システムの新たな制度モデルの抽出を設

定する。 

 
３．研究の方法 
 研究者と実務家から成る「労働法理論研究

会」を形成し、理論研究、実務と理論を架橋

した研究を実施する。比較労働法研究が重要

な研究手法となるが、韓国、ドイツ、台湾の

研究者の協力を得ながら共同研究を行う。 

 
４．これまでの成果 
研究の規定にある問題意識は、1990 年代

以降の労働法改革や企業経営・人事管理改革

の中で、一方では雇用の不安定で労働条件格

差がある非正規雇用が急増し、他方で正規雇

用においても、それは雇用の不安定化や健康

被害の危険が迫っているという現状に対し

て、いかなる処方箋を描くべきかにある。和

田肇『労働法の復権』は、アベノミクスの雇

用改革を総括的に分析し、立法提言を含む処

方箋を描くものである。 

基礎理論研究である西谷敏『労働法の基礎

構造』は、戦後日本の労働法理論誌を振り返
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り、労働法学の基礎的な重要概念について、

歴史的な背景や理論状況の検討を踏まえ、著

者の見解を展開した理論書である。戦後労働

法学の理論的な総括であるとともに、労働法

学の理論水準を引き上げた研究である。 

 2015 年の労働者派遣法改正は、制定当初

の制度からは完全に乖離し、全く新たな哲学

で労働者派遣を規制しようとしたが、これに

対して多くの学者や実務家から批判が出さ

れた。萬井隆令『労働者派遣法論』は、労働

者派遣法の規制緩和政策を総合的・体系的に

検討しており、現段階での労働者派遣法に関

する最も体系的な研究書と言える。 

ドイツ労働法の変容や現状分析として、藤

内和公『ドイツの人事評価』、及び名古道功

『ドイツ労働法の変容』という理論書が公刊

されている。 

ボン大学の Raimund Waltermann 教授

らの協力を得ながら、国際シンポを開催し

た。とりわけ 2017 年 2 月にボン大学で、「高

齢化社会における持続可能な労働法・社会保

障 法 」 （ Nachhaltiges Arbeits- und 

Sozialrecht in der alternden Gesellschaft）

を開き、その成果が近日中にドイツの出版社

から公刊されることになっている。 

日韓の比較労働法研究の大きな成果とし

て、2 冊の研究書（前掲西谷著、同和田著）

の韓国語訳が韓国で刊行された。日韓労働法

フォーラムを 3 回開催したが、この共同研究

を通じて、両国での共通課題等について明ら

かにされている。これらの研究成果は、日本

と韓国でその都度雑誌において公表されて

いる。 

 
５．今後の計画 
 最終年度である 2019 年度に共著を出版す

るために、18 年度から本格的に作業を進める。

これを通じて「持続可能な生活保障法体系」

について提案をしたい。 

 ドイツ・ボン大学の Waltermann 教授らと

の共同研究として、2019 年度には日本で「労

働者の利益代表システムと法」というテーマ

でシンポジウムを開催する計画である。 

 第 12 回日韓労働法フォーラムが、2018 年

12 月 20 日前後に広島大学で開催される。

2019 年度には第 13 回を韓国で開催する計画

である。昨年、韓国で政権交代があったこと

を受けて、労働法分野での法改革が進められ

ようとしているが、それを扱う。 

 労働法をトータルに改革しようとするフ

ランス労働法の研究について検討を行う。 

 第 3 回の日本と台湾の労働法フォーラムを

2019 年度に日本で開催する。 
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